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〔書評〕

○ Ｂｌａｎｃｈａｒｄ，Ｒ、Ｄｏｒｎｂｕｓｃｈ，Ｐ、Ｋｒｕｇｍａｎ，

Ｒ・Ｌａｙａｒｄ，Ｌ・Ｓｕｍｍｅｒｓ，Ｒｅｆｏｒｍｉｎ
ＥａｓｔｅｒｎＥｕｒｏｐｅＭＩＴＰｒｅｓｓｌ９９１ 

寿柳沼

金Ｉｊ１ｌｌｌ化，については必ずしも有効性に関する合

職がえられておらず，処ﾌﾞj菱としては，１１ｲ政赤字

とﾄﾞIli助金の解iili・廃止が第一であるというのが彼

等の立場である。

安定化政策導入後の問題として，安定化政莱の

行ﾌﾞjに対する不確実性が梢flf者・企業の待ちの姿

勢（ｗａｉｔａｎｄｓｅｅ）を招き支出を仰ilillするi1I能性

があるＩｌｉ，インフレの収束遅延と為棒レート維持

のための高金利策が需要低下をもたらす21j，労働

肴・企業がインフレ下での所得分配に不満を抱く

jル行にはｉｆ余・価格が均衡に達するまで失莱が避

けられななくなる事，雌後にサプライサイドへの

|jlｼﾞ料として赤字企業の倒産が需要に対応した供給

IillilIILを不i1J能にする事などが指摘されている。

続いて，ポーランドにおけるこれまでの安定化

政雄の経験から次の３点が明らかにされている(）

まず，補助金・割当の廃止，企業の独ili力行使，

流通ネットワークの崩壊，によi)インフレが拡大，

将に独,Ii企業の利益増加が著しくなる｡これによ

る実質茂金の低|､・は，需要低下と利潤に有利なmr

iML配分をもたらしている二

第２に，安定化政策によって生産活動が大幅に

落ち込んだが，これは主として需要の低下による

もので，その背景に，将来の不確実性と，堀大す

る失業率からくる賃金上昇率低下がある、

第３に，売上急減に直面したにもかかわらず，

企業は従業員を雇用し続けているＣＩＵし著者達は，

経営者が，｜ﾉ]部留保やインフレ利得を従業員の雁

)|I維持のために使っているので，投Ｙｒに|(ﾘけられ

ないというllI題はあるにしても，独ili利ｉｌｉｌをｊＩｉｉ１Ｉｌ

背に迷兀し，失業からくる社会的不安のコストを

級ｲⅡするものとしてむしろ歓迎すべきであると述

べている。

以上の議論から，彼らが強調しているのは，安

定化政簸とIilli格自由化は１行１時的に速やかに笑行き

１．はじめに

イパiII:は，｜工|連大学研究センターの一つである'１１：

ViLllll発維済学|i){究川｢（TheWorldlnstituLeof

DevelopingEconomicsResearch,ＷＩＤＥＲ）の'１１

の「'1t界経済グループ」による1990年のプロジェ

クトとして企Iuliされ，研究された成果を1:１１行した

ものである。

タイトルから直ち(二明らかなように，本,１１:にお

いては東欧識lz1における市場経済への移行'１１１鼬を

１１１１)扱っている｡現在東欧諦国およびCISiilfljil

のiljbMi絲済へのスムースな移行について'11界１１りな

|刻心が符せられている。この過程が混乱をﾙ（すと

きには，政治､リ・社会的不安定が増大し，１日ソ連・

#(欧以外の地域への様々なマイナス効果の波及が

縣念されるため,調態を真剣に兇111|ける必要があ

ろう⑩

ＤＩＩえて，戦後の混乱期から経済大|更|への道を歩

んできた'1本の総験の１１]に何がしか東欧諸国のili

場化に参考になる事も考えられるので東欧iililRlの

現状をつぶきにみておく意味は充分あるコ

イミ,'１:は，現在国際的に活躍il1の５人の経済学者

によって衣きれたもので，内容としては，安定化

とIl11i烙l1IIl化，民営化，リストラクチャリング，

の３つの部分から榊成されている二以下，それぞ

れの概要を記してみよう。

２．安定化と価格自由化

鋪lHTの「安定化と価格自由化」では，まずヨー

ロッパバ化|の維験から安定化政策のパッケージと

して，１Ｍ･政赤字解消，特に補助金の廃IL，がｊ１ｋ低

'１４必要であると主張されるｃこれら以外の，Iilli格

安定化のための名目的な碇（anchor）としての

１１i怖の'''１び率管理・為替レート固定化，および'（
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れなければならない，ということである。価格自

由化は，投機的行動・退蔵などインフレ促進的行

動を回避するために，階段的・部分的でなく，一

斉に行われなければならない，ということである。

がら，著者達は|可時に，証券取引所を設立して配

分された株式の取引が行われればよいとする考え

方には疑問を呈している。理由としては，その取

引所では取引参加者と情報が少ないため，市場で

成立する価格が効率的でないと予想される事，ま

た，小規模の個人株式では企業の経営者に対して

コントロールが効かないと考えられるからである。

これらの課題を解決する方法として提ｌｌｋＩされて

いるのは，企業の株式の多数を所有し，経営者を

きちんとモニターできる複数の時限立法的な「持

ち株会社」の設立と，これら持ち株会社の株式上

場である。

これらの持ち株会社は，illl別企業のポートフオ

リオを保有し，企業閉鎖，オークションでの売却，

株式売却，などの手段を用いてリストラクチャリ

ングを進めることを目的とする。持ち株会社自身

も株を発行し，これは個人に平等に分配ざｵしる。

そして，持ち株会社が各種の手段によってあげた

収益は，配当として個人に還元される。なお，民

営化対象企業の株を従業員が取得する事について

はある限界向（20-30％）で認めてもよいとして

おり，事実各匡|でこのような措置がとられている。

銀行の役割については，知識の欠如を岐大の理

由として余り期待できないというのが基本的見解

である。退職後の年金を負担する基金については，

マクロ的にみた貯蓄率への影響，金融システムの

健全化のためにも必要性が高いとされている。

要約すれば，民営化のための持ち株会社の設立

が不可欠であるが，現実的に考えれば，全ての対

象企業の株を持ち株会社が保有し，全ての持ち株

会社の株を国民に公平に分配する，という必要は

ない。一部は政府が収入源確保のため待ってもか

なわないし，一部を年金基金が貯蓄促進のために

所有してもかまわない，というのが彼らの結論で

ある，

３．民営化

民営化政策の基本的考えとして著者達は次の二

点をあげている。第一に，国営企業のリストラク

チャリングは緩やかにしか進展しないので，所有

権の売却ではなく分配をした力がよい事，第二に

効率的な企業経営を行うには大規模株主が必要で

あり，リストラクチャリングを実行する力を持つ

｢持株会社」の設立が望ましい，という事である。

改革の第一歩は，「誰に何が帰属するか」を決

めるルールの明確化であるが，ハンガリー，ポー

ランドの経験によれば，無政府状態に近い状況に

おいて，経営者が低い資産評価で売却し，相手か

らリベートを取る，等いわばモラルハザードに走

る事が多い。更に，投資へのインセンテイブがな

く，従業員の解雇を避ける，など経済全体の調整

にとって必要な事が実行されない恐れがある。

国営企業のリストラクチャリングにどれだけの

期間がかかるかについては，既存企業で何をすべ

きかに関する知識の不足，将来の動向を見通し再

編成を提示できる専門家の不足，鮫も必要なとこ

ろに資金が流れるようにする金融システムの欠如，

等を考えると10年以上かかるというのが著者達の

見解である。

民営化（所有権の設定）は国営企業のリストセ

ラクチャリングを待っていては意味がなく，直ち

に手を付ける必要がある。ただし，急激・大規模

な売却は避けるべきで，その理由の第一は，かつ

てのノーメンクラツーラやブラックマーケットで

利益を得た人々が買い取る可能性が高く，公平の

原則から好ましくないためである。第二の理由は，

貯蓄不足のため高い価格の提示が出来ない事や，

将来の不確実性が大きく大幅なディスカウントを

求められる事，などで本来の価格以1ぐでしか取り

引きされないnJ能性があるためである。

以上の点から，企業の株式は個人に平等に分配

すべきである，と提言しているが現実の各国の政

策も既にこうした方向を目指している。しかしな

４．リストラクチャリング

イiii格E|由化と安定化政策の波が去った後にくる

のがリストラクチャリングと成長への模索である。

戦前・戦後の各国における安定化政策を振1)返っ

た後，東欧諸国の今後を見通すベースとなる初期

条件が検討されている。
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外撤媒入は，単なる資金だけでなく，ノウハウ

も導入できる事から東欧各国にとり亜要な位置を

,'↑めているが，外国企業にとっては現在の所「待

つ事のIiIli値」（OptionValueofWaiting）が向

く将来の不確実性の前になかなかコミットするに

至っていない。力Ⅱえて，外盗導入に不'11決なもの

としてインフラストラクチャーの整術がある。特

に通信網と道路を''１`し､とする輸送網の終備が課越

となっている。

リストラクチャリングの過程において企業や従

業員にとって厳しい状況が発生する:躯はほぼ間述

いない。企業の将来がどうなるか余談を許さない

が，銀行のプロジェクト評lili能力がない事は状況

を更に悪い方向に|(ﾘける事になるかもしｵしない〔，

膿ＩＩ１ｍｉに関しては。失業給付金の支給は安いｔｆ余

の魅ﾉ｣を失わせ，失業増加につなが})かねないし，

住宅ＴＩ７ｊ粉の自由化なしに労働ﾉJの流動性が確保で

きるか疑問である，という．しかも，ひとたび失

業状態に馴染むと求職活動をしなくなる現象が１１１１

１吹ではみられるので，東欧諦国においてもその111

能性がi11liいし，

こうした事態を緩和するために次のような事が

考えられる｡まず，これまでの複雑な輸入焼iiiIIを

一律'1M税に近いシステムへと変更するが，それを

時間的jiMi子を持って進めるリメが望ましい｡輸出金

融や輪''１企業への補助金も現実的方法として収Ｉ）

入れてもよい，というのが彼らの主張である。

更にiI1Ⅱ]調整政策として，縮小している部門か

ら拡雛している産業部門への労働移動を図る事が

必要で，扉用交換システム（SystsmofEmploy-

mentExchange）や教育・訓練機関の設立も重要

であろう。現行の失業給付システムの改無も不'１１

火である。

まず，人為的な価格体系と税Ilill・補助金の体系

が生産面でシステマテイックな盃みをもたらして

いるとし，（l1Ii格自由化によって，エネルギー部門

と重化学]業部門が大きな打蝶を受けるとみてい

る≦企業の効率の低さの例として，チェコスロバ

キアにおけるエネルギー源単位が西欧諸'１１の倍の

水準であI)．ポーランドにおける余剰労lilﾘ)力は２０

～50％にも達している１１Jがあげられている｡製品

を出荷するための梱包用の箱まで飛直統合で作っ

ている例もあげらｵしている（事実強者も[|螺したL：

こうした状況では，どのくらいの企業が生き残れ

るか疑問であるという彼らの指摘も当然であろうに，

貿易面では，原材Ｉ:|，特にエネルギーの価格が

低位に抑えらﾉしているイト，各|玉|の特化が耕し〈そ

のため貿易依ｲF度が向い事，ハードカレンシーの

ｲﾘ1Aと市場経済へのiWI1<T不成功からくるi1ui欧諸国

との貿易の少なき，が|川題点としてあげられてい

る『，このような擶造のため，貿易|liiii壁がなけｵしば，

１１V欧との競仙士－１<I!厳しいものとならざるを得な

いし，価格，特に原材料価格の111:界市場Ilili格への

さや寄せは東欧諸ljilに大きなショックを｣jえるijl

能性が強い．

東欧諸'1(|のiflr在的lﾘ能性については，if金水準

の低さ，Ｉ難生産重視の雰囲気，西欧諸'1(|との近

接性，潜在的需要の大きさ，等のメリットが指摘

言れている、しかしながら，このメリットをﾉｔか

すには巨額の資本とYi源の転換が必要である。

流通部''１１を'１１心として個人企推が続出している

が肝真に必要なのは収艇逓増を６のに出来，適切

な技術をiiWI1できる「''１小企業」であＩ)，そこが

街ｲﾐを必要としている，という脂摘は1［しい〃7を

ついていよう。

溢本の(11i給源であるlEl内貯藷は，従来|Iil衝企業

の1ﾉ1部留保であったが，今後は家i;|･貯蓄に依存す

る綱になる｡そのためには人々は自分で貯縛する

ﾘﾄﾞを学ばなければならないが，イ|：金基金の設定は

Ｉ防蒋増強のﾉﾉ法としても適切なものと考えられる。

1ij:祷を企業まで回すには金融Ｉｌｌｌ介システムがlZ､姿

である。効率的な｛''１介システムを築き上げるには，

会!;|･士や銀行の貸付１１１｣i者などの育成なしには不

111能で，外lKlからの人材借用は別として，学習効

采を通じてしか学べないとすれば|;１１当のⅡ#'111を要

しよう。

５．おわりに

以上，本ili:の概要を述べてきたがｊｌｋ後に若1：

の感想を記してみたい。本111は近代経済学者の共

'11著作であり，耕背の多くがマクロ絲済学者であ

るにも１１Mわらず，企業の1ｔ憐化・リストラクチャ

リング，というミクロ的ないし企業経営的側miに

まで入り込んで縦諭を展開しているのが大きなリサ

徴といえる。単なる現状分析に終わらず，政策提
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言も豊富で興味深く読めるのも大いに評価したい。

安定化政策とlilli格自由化に関しては既にポーラ

ンドなどで政策的に実行された維験を踏まえてい

るだけに説得力がある。特に為替･iilli格の目'1号|化

については著者達のいわゆる新古jWRll9な立場と

信念が明確に打ち出されている。民営化・リスト

ラクチャリングに関しても同様の'二|]象をうける。

しかし，金融市場に関しては，証券市場重視型

といえる立場にたっており，’三１本やドイツのよう

な銀行を１１'核とする金融方式については余り祇極

的ではないように見受けられる．碓かに現状では

金融仲介機能を果せる銀行が存在しないことは：'１：

笑であるが，経済発展の比較的初lU1の段階におけ

る銀行を中心とする金融方式の有効性についてもっ

と突っ込んだ議論が欲しいように思われた。

また，著者達の立場から考えて，日本や現在の

アジア各国にみられるような「産業政策」に言及

される事が殆どないのは理解できるものの，現実

の東欧各国における国内産業の壊滅的と言ってい

いほどの状況を考えるとき，ある程度の誘導的・

保謹育成的な政策は必要ではないかという気がし

てならない。特に''１小企業の育成に関しては，ポー

ランドをはじめ各国政府自身の現状認識が深まる

につれてその必要性を感じているところも増えて

いる事でもあり，いかに育成すべきか，そのため

の政策手段として何が可能かについてより具体的

な議論を詰める事は，今後の巨大区'億企業の分割・

民営化を通じての市場経済への移行を進める上で

重要な視点となるように思われる。

以上

Hosei University Repository


